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３ 水産分野のバイオマス利用
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１ 水産施策における位置づけ

• 水産基本計画

• 水産研究・技術開発戦略
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情勢の変化

◇ 水産物の重要性と

消費流通構造の変化

◇ 国際化の進展と水

産物の世界的需要の

高まり

◇ 資源状況の悪化

◇ 漁業生産構造の脆

弱化

◇ 水産業 ・ 漁村に対

する国民の期待の高

まり

○ 低位水準にとどまっている水産資源
の回復・管理の推進

○ 国際競争力のある経営体の育成・
確保と活力ある漁業就業構造の確立

○ 水産物の安定供給を図るための加
工・流通・消費施策の展開

○ 水産業の未来を切り拓く新技術の
開発及び普及
－バイオマス資源の利活用の促進

○ 漁港・漁場・漁村の総合的整備と水
産業・漁村の多面的機能の発揮

○ 水産関係団体の再編整備（漁協改
革の促進）

生産動向（食用魚介類）
（H11：461万トン、H17：445万トン)

消費動向（食用魚介類）
(H11：36kg/人年、H17：34kg/人年)

自給率動向（食用魚介類）
(H11：55%、H17：57%)

持続的生産目標
（H29：495万トン）

消費の望ましい姿
（H29：34kg/人年）

自給率目標
（H29：65%）

政策の課題と関連施策

構造展望
経営展望

＜留意事項＞

・世界の水産物需給や食料
全体における水産物の位置
づけを踏まえる必要

・生産の増大とともに消費の
拡大に取り組むことが必要

生産・消費両面の取組が必要

新たな水産基本計画の概要
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＜水産研究・技術開発戦略の概要＞

＜水産業＞

○水産物の重要性と消費
流通構造の変化

○国際化の進展と水産物
の世界的需要の高まり

○資源状況の悪化

○漁業生産構造の脆弱化

○水産業・漁村に対する国
民の期待の高まり

＜研究開発＞

○試験研究機関の再編・
整備の進行

○知的財産の創造・保護・
活用の促進

○産学官連携の強化と成
果の普及・実用化の促進

○地球温暖化等、地球規
模での環境変化への取り組
みの強化

○我が国の海洋政策の見
直しと我が国経済水域の 生
態系と水産資源の保全と持
続的な活用の促進

情勢の変化 水産基本計画の策定

・生産・消費の両面から
政策改革に取り組み

水産研究・技術開発戦略を改定

・水産施策の重点方向に即して研究開発を重点化
・新しい課題や国民からの期待に的確に対応

○水産資源の回復・管理及び積極的な増養殖 ○漁港・漁場・漁村の総合的整備と水産業・
の推進に関する研究開発 漁村の多面的機能の発揮に関する研究開発
・マグロ等の重要資源の合理的管理方策を開発 ・保護育成礁の設置等による沖合漁場の生産力向上
・先端技術を活用した革新的なマグロ養殖技術を開発 技術を開発
・外来魚、トド、カワウ、大型クラゲ等による被害軽減技術 ・漁港・漁村施設の長寿命化とライフサイクルコスト
を開発 低減技術を開発

・地域特性を活かした地域活性化手法を開発

○国際競争力のある経営体の育成・確保と活力
ある漁業生産構造構築のための研究開発 ○基盤となる基礎的・先導的研究開発及び
・水産業の経営安定条件を解明 モニタリング等の推進
・収益性を重視した操業形態や漁船、漁労装置を開発 ・優良形質を持った養殖対象品種の育種を推進

・水産業への地球温暖化の影響評価を推進、対策技術

○水産物の安定供給を図るための加工・流通・ を開発

消費に関する研究開発 ・魚油のバイオ燃料化と漁船への導入等、海洋バイオ

・主要水産物の種や原産地判別手法を高度化 マスの多段階利用技術を開発
・品質保持のための冷蔵、冷凍・解凍技術を開発 ・水産資源及び漁場環境の長期モニタリングを継続、
・水産生物からの有用物質の抽出と活用を推進 データを水産業の活性化に活用
・輸出促進のための生産・加工・衛生技術を高度化 ・遺伝資源の収集・評価・保存を推進

○研究開発システムの改革と人材の育成 ○知的財産の創造、保護及び活用と研究開発
情報基盤の整備

○産学官連携の強化と国際化の推進 ○研究開発成果の普及・実用化と国民との
双方向コミュニケーションの確保

重要な研究開発課題と推進方向

研究開発に関する施策
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水産基本計画（平成１９年３月20日 閣議決定）

第３ 水産に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策
４ 水産業の未来を切り拓く新技術の開発及び普及
（２）バイオマス資源の利活用の促進

バイオマス・ニッポン総合戦略に基づいて、循環型社会の形成に資するため、機能性
食品の開発やプラスチック化、燃料化など海洋バイオマスを効率的に利活用する技術
の開発・普及を推進する。

水産研究・技術開発戦略（平成１９年４月）

５．基盤となる基礎的・先導的研究開発及びモニタリング等の推進
（１）新しい水産業を切り拓く基礎的・先導的な研究開発
３）海洋バイオマスの資源化技術の開発

バイオマス・ニッポン総合戦略に基づき、海藻や水産加工残滓等の海洋バイオマス
を燃料等の資源として活用するため、効率的に培養・収穫・回収する技術及び生物工
学的な手法による資源化技術を開発する。
特に、二酸化炭素排出量の削減に向け、海藻等を活用したメタン発酵やバイオエタノー

ル燃料生産、魚油のバイオディーゼル燃料化と漁船への導入のための研究開発を推
進する。また、加工残滓の飼餌料化など、地域における海洋バイオマスの多段階利用
技術の開発等を推進する。
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海洋基本計画（平成20年3月18日閣議決定）

８ 海洋産業の振興及び国際競争力の強化
我が国の経済社会を支える海洋産業について、先端的な研究開発の推進等による

新たな技術の導入、海洋産業を担う人材の育成・確保等を通じ、国際競争力を将来に
わたって維持・強化していくことが重要である。
さらに、我が国の豊かな海洋資源や海洋空間をいかして、新たな海洋産業の創出

に向けた取組を推進するとともに、海洋産業の動向の把握に努める必要がある。
（１） 経営基盤の強化
イ 新技術の導入
水産業において、経営コストの削減に資するため、燃油価格の高騰に対応した省エ

ネルギー効果の高い発光ダイオード集魚灯の開発・導入、魚粉価格の高騰に対応し
た魚粉含有率の低い安価な魚類養殖用餌料の開発等を推進するとともに、循環型社
会の形成に資するため、機能性食品の開発、燃料化等海洋バイオマスを効率的に利
活用する技術の開発・普及を推進する。

７



２ 農林水産省でのバイオマスの取組

• バイオマス・ニッポン総合戦略

• 国産バイオ燃料の大幅な拡大について
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2002年12月2002年12月
バイオマス・ニッポン総合戦略を閣議決定

地球温暖化
の防止

循環型社会
の形成

戦略的産業
の育成

農山漁村
の活性化

2006年３月2006年３月

バイオ燃料の利用促進

バイオマスタウン構築の加速化

総合戦略を見直し新たに閣議決定

目標：平成22年までに300地区程度

バイオマス・ニッポン総合戦略バイオマス・ニッポン総合戦略

バイオマスはカーボンニュートラルという
特性。
化石資源を抑制し、地球温暖化防止に貢献。

廃棄物の発生を抑制し、限りある資源を
有効活用する循環型社会へ移行。

バイオマスが新たにエネルギー、新素材
等に向けられることにより、全く新しい
産業と新たな雇用の創出が期待。
環境問題は世界的な課題であり、日本発
の戦略的産業として将来的な発展も期待。

わが国は、温暖・多雨な気候であり、バ
イオマスが豊富。
バイオマスの利活用を推進することで、
農業、農村社会の新たな可能性を拓く。

見直しのポイント

利用の進んでいない稲わら、林地残材
などの未利用バイオマスの推進がカギ

国産バイオ燃料の利用促進

平成19年2月に総理に報告した「国産
バイオ燃料の大幅な生産拡大に向け
た工程表」に基づき施策を推進

９
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食料供給と競合しない

日本型バイオ燃料の生産拡大
資源・エネルギーの地産地消を進める

バイオマスタウン構築の加速化

法案 農林漁業バイオ燃料法案の国会提出

税制 バイオ燃料税制の創設

予算 稲わら、間伐材等を原料とした現場実証

技術開発 バイオ燃料の原料となる多収作物の開発

法案 農林漁業バイオ燃料法案の国会提出

税制 バイオ燃料税制の創設

予算 稲わら、間伐材等を原料とした現場実証

技術開発 バイオ燃料の原料となる多収作物の開発

バイオマスタウン構想策定の加速化

・広域（数市町村単位）モデルの構築
・バイオマスアドバイザー等による推進活動の展開

バイオマスタウン構想策定の加速化

・広域（数市町村単位）モデルの構築
・バイオマスアドバイザー等による推進活動の展開

バイオマスタウンのメリット措置の強化

・環境融資を受けやすい条件などの検討
・CO2削減効果の評価と表示・支援策の検討

バイオマスタウンのメリット措置の強化

・環境融資を受けやすい条件などの検討
・CO2削減効果の評価と表示・支援策の検討

300地区の目標（平成22年度）に向け
全力で取り組む（20年３月末現在：136）

欧米、ブラジルの制度を踏まえ、
国内制度を検討

２０１１年
(H23年)
５万ＫＬ

２０１１年
(H23年)
５万ＫＬ

２０３０年頃
大幅な生産拡大

＊農林水産省試算 ６００万kl

２０３０年頃
大幅な生産拡大

＊農林水産省試算 ６００万kl

現在
３０ＫＬ
現在
３０ＫＬ

① 収集・運搬コストの低減

② 資源作物の開発

③ エタノール変換効率の向上

技術開発技術開発 制 度制 度

・糖質（さとうきび糖みつ 等 ）
・でんぷん質（くず米 等 ）
・糖質（さとうきび糖みつ 等 ）
・でんぷん質（くず米 等 ）

・セルロース系
（稲わら、間伐材 等 ）

・資源作物

・セルロース系
（稲わら、間伐材 等 ）

・資源作物
原料と生産可能量原料と生産可能量

バイオ燃料の利用率の向上

国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けた工程表
（19年２月）

国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けた工程表
（19年２月）

工程表の実現

日本全国津々浦々で普及活動を実施し、国民運動として展開

北海道洞爺湖サミットに向け、アジア諸国に日本の取組をアピール

（規格外農産物等）
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技術開発がなされれば２０３０年頃には国産バイオ燃料の大幅な生産拡大は可能

欧米、ブラジルの制度を踏まえ、国内制度を検討

２０１１年
５万kl

２０１１年
５万kl

２０３０年頃
大幅な生産拡大

＊農林水産省試算 ６００万kl

２０３０年頃
大幅な生産拡大

＊農林水産省試算 ６００万kl

現在
３０kl
現在
３０kl

① 収集・運搬コストの低減 ・・・・・・・・・・ 山から木を安く下ろす、稲わらを効率よく集める機械等を開発

② 資源作物の開発 ・・・・・・・・・・・・・・・ エタノールを大量に生産できる作物を開発

③ エタノール変換効率の向上 ・・・・・・・ 稲わらや間伐材などからエタノールを大量に製造する技術を開発

技術開発の課題と生産可能量

技術開発技術開発

制 度制 度

○糖質・でんぷん質
（規格外農産物、副産物 ）
○糖質・でんぷん質
（規格外農産物、副産物 ）

○セルロース系
（稲わら、間伐材 等 ）

○資源作物

○セルロース系
（稲わら、間伐材 等 ）

○資源作物
原料と生産可能量原料と生産可能量

バイオ燃料の利用率の向上

【米国エネルギー法 ’07.12】
2022年に360億ガロン（約1億4000万ｋｌ）を目標

（うち160億ガロン（約6000万kl）をセルロース系原料から生産）

【米国エネルギー法 ’07.12】
2022年に360億ガロン（約1億4000万ｋｌ）を目標

（うち160億ガロン（約6000万kl）をセルロース系原料から生産）

国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けて
－ 総理報告（工程表）のポイント －

※総理報告は、関係７府省（内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省）により取りまとめ １１



バイオマスタウン構想を公表した１４７市町村《平成２０年５月末現在》

北海道北海道

留萌市
瀬棚町(現せたな町)

大滝村(現伊達市)

三笠市
中札内村
東藻琴村(現大空町)

別海町
鹿追町
滝川市
厚沢部町
帯広市
白老町
津別町
豊頃町
東川町
下川町
洞爺湖町
札幌市定山渓地区
八雲町

岩手県岩手県

紫波町
遠野市
九戸村
花巻市
軽米町
葛巻町

宮城県宮城県

川崎町

福島県福島県

富岡町
会津美里町
大玉村

茨城県茨城県

牛久市

秋田県秋田県

小坂町
横手市
能代市
東成瀬村
羽後町

青森県青森県

市浦村(現五所川原市)

青森市
藤崎町
鶴田町
十和田市
中泊町
八戸市
六ヶ所村

群馬県群馬県

川場村
太田市

栃木県栃木県

茂木町
那須町

山形県山形県

新庄市
立川町(現庄内町)

藤島町(現鶴岡市)

鮭川村
村山市
西川町
飯豊町

千葉県千葉県

山武町(現山武市)

白井市
旭市
大多喜町
睦沢町

山梨県山梨県

早川町
山梨市
笛吹市
韮崎市

静岡県静岡県

湖西市

富山県富山県

立山町
富山市
黒部市

石川県石川県

七尾市
加賀市

福井県福井県

若狭町
美山町(現福井市)

大野市

新潟県新潟県

中条町(現胎内市)

上越市
柏崎市
佐渡市
三条市
聖籠町
新潟市
湯沢町

東京都東京都

あきる野市

神奈川県神奈川県

三浦市

長野県長野県

三郷村(現安曇野市)

千曲市
長谷村(現伊那市)

佐久市

三重県三重県

伊賀市

岐阜県岐阜県

白川町
揖斐川町

愛知県愛知県

豊橋市
田原市
名古屋市

滋賀県滋賀県

米原市
野洲市

京都府京都府

夜久野町(現福知山市)
南丹市
京丹後市

大阪府大阪府

岸和田市

兵庫県兵庫県

加西市
洲本市
宍粟市
豊岡市
南あわじ市
稲美町
多可町

鳥取県鳥取県

大山町

島根県島根県

美郷町
安来市

岡山県岡山県

真庭市
新見市
笠岡市笠岡湾干拓地域

広島県広島県

庄原市
北広島町

徳島県徳島県

那賀町

愛媛県愛媛県

四国中央市
内子町
東温市

高知県高知県

梼原町
春野町(現高知市)

須崎市

山口県山口県

宇部市
阿武町

福岡県福岡県

大木町
立花町
築上町

佐賀県佐賀県

伊万里市

長崎県長崎県

西海市
対馬市

大分県大分県

日田市
宇佐市

熊本県熊本県

南阿蘇村
水俣市
あさぎり町
天草市
御船町

宮崎県宮崎県

小林市
門川町
都農町

鹿児島県鹿児島県

南大隅町
いちき串木野市
志布志市
曽於市
西之表市
南種子町

沖縄県沖縄県

伊江村
うるま市
宮古島市
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３ 水産バイオマスの利活用

•何をするのか。（目的）

•そのために何が必要か。

（原料、技術、利用法、コスト・・・・）
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「バイオマス・ニッポン総合戦略」
廃棄物系バイオマス
未利用バイオマス
資源作物
新作物

バイオマス資源の種類

水産加工残滓（廃棄物系バイオマス）
未利用魚介藻資源（未利用バイオマス）
海藻類（資源作物、新作物）

水産分野でのバイオマス資源
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食料・飼肥料・機能性成分
既存の水産資源への負荷の低減
人類の健康・生活への寄与

バイオ燃料
CO２排出量の低減、地球温暖化防止

廃棄物の有効利用
環境負荷の低減

未利用水産バイオマス資源の有効利用と
それらにより生み出される効果
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水産バイオマス利用研究の現状
水産加工残滓・未利用水産物からの

「機能性成分等の抽出精製・利用研究が主体」

水産バイオ燃料への取り組み例は少ない

バイオマスバイオマス 機能性成分機能性成分 利用用途利用用途

魚油 ＥＰＡ・ＤＨＡ 医薬品・特保

アコヤガイ廃棄物 セラミド 化粧品・健康食品

骨・皮 コラーゲン 食品等

色落ちノリ グリセリンガラクトシド プロバイオティックス

ホタテ卵巣 マイコスポリン様アミノ酸 抗酸化、細胞修復

カニ、エビ殻 キチン・キトサン 特保・繊維

魚・タコ等煮汁 タウリン 乳児用粉ミルク
海藻 フコイダン 健康食品

研究開発事例
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水産バイオマスの資源化技術開発事業（平成20年度）

高付加価値化技術開発
海藻類オリゴ糖等
製造技術
工学的手法、
生物学的手法

利用技術
機能性食品
養鶏用飼料
バイオプラスチック

燃料・エネルギー変換技術の開発
海藻バイオ燃料
原料作物（海藻類等）の特性解明

生物特性（成長、環境等）
化学特性（成分等）

メタンガス製造技術
バイオエタノール製造技術

リファイナリーシステムの構築検討
情報収集：原料調達の見通し、先端技術、国際情勢など
経済的分析：市場規模、採算性、LCAなど

水産バイオマス資源リファイナリーシステムの構築

水産バイオマス（海藻類、加工残滓など）

水産バイオマスの有効利用（資源化） １７



４ 水産バイオ燃料

•原料

•技術

•コスト
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１．メタン発酵技術
２．酵素・微生物・工学的処理

等による糖化
エタノール発酵技術

３．魚油エステル化ＢＤＦ

水産物の燃料化技術の検討項目

１．バイオガス
２．エタノール
３．バイオディーゼル燃料

想定される項目 技術・研究要素

その他検討項目

・回収，輸送，処理，貯蔵
・採算性
・持続性→資源の育成（藻類培養等）
・有効活用→漁船エンジンの改良等

１９



メタン発酵以外は未開発
水産動物
バイオエタノール：糖質が少ないので不向き
バイオディーゼル：魚油（高度不飽和脂肪酸を多く含み，

酸化防止などの処理が必要）
水産植物
海藻などの主要構成糖類はアルギン酸など酸性多糖
酸性多糖を発酵させてエタノールを作る技術は未開発

水産分野のバイオ燃料の特徴

２０



■■魚介類（魚腸骨）等の残さの排出・処理状況魚介類（魚腸骨）等の残さの排出・処理状況

魚介類の廃棄物排出量 約３２２万㌧（推計）魚介類の廃棄物排出量 約３２２万㌧（推計）
水産加工、流通、小売、外食産業

の残さ、及び家庭ゴミ等として排出

焼却・埋立等処理量焼却・埋立等処理量

２２６万㌧２２６万㌧

（推定）（推定）

魚粉・魚油による魚粉・魚油による

再資源化再資源化

９６万㌧９６万㌧

再資源化可能量再資源化可能量

約１００万㌧以上約１００万㌧以上

((推定推定))

魚 油魚 油
約約 ７万㌧７万㌧

魚 粉魚 粉

約２２万㌧約２２万㌧

※※((財財))日本水産油脂協会日本水産油脂協会

「水産油脂統計年鑑」（Ｈ「水産油脂統計年鑑」（Ｈ11８）８）

廃棄・未利用魚介藻類廃棄・未利用魚介藻類

・コンブ廃棄物

・ワカメ廃棄物

・アオサ

・ハダカイワシ 等

※※食糧需給表（Ｈ食糧需給表（Ｈ11８概算値）より試算８概算値）より試算

バイオ燃料の原料としての水産廃棄物・未利用資源考え方
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バイオエタノールの製造方法バイオエタノールの製造方法

○ バイオエタノールの製造方法は基本的に酒と同じ。
○ 一般に、さとうきびなどの糖質やトウモロコシ、コメ等のデンプン質作物を原料に、これ

らを糖化・発酵させ、濃度99.5％以上の無水エタノールにまで蒸留して作られる。
○ 稲わらや廃材などのセルロース系の原料から、エタノールを製造することも技術的に

は可能。

でんぷん質原料

コメ、トウモロコシ、

麦 等

硫酸・加水分解※

粉 砕 糖 化

糖質原料

さとうきび、

てん菜 等

糖化酵素

粉 砕 糖 化 発 酵 蒸 留 脱 水
無水

エタノール

セルロース系原料

稲わら、建築廃材、
間伐材 等

約１０％

発酵工程後のエタノールの濃度

約９５％ ９９．５％以上

酵 母

※：セルロース系原料からの糖化はデンプン系原料よりも
技術的ハードルが高く、現在は硫酸による加水分解を
利用した手法が主流。
実用化には、低コスト化に向けた技術開発が必要。

浸出又
は圧搾
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平成 20 年 3 月 25 日
独立行政法人水産総合研究センター

海藻類等からのバイオエタノールの生産収量を初めて確認

独立行政法人水産総合研究センターでは、東京海洋大学ほかとの連携により、海
藻類等からのバイオエタノールの単位重量あたりの生産収量を初めて明らかにし
ました。

地球温暖化対策の一つとして、バイオマス資源からエタノールを生産する技術が
注目を集めています。現在、陸上植物バイオマスからエタノールを作る研究がさか
んに行われていますが、海藻類など水生植物を原料としたエタノール生産の研究は
ほとんど行われてきませんでした。日本は、国土面積は小さいのですが、排他的経
済水域の面積では世界 6 位で、海洋を生産の場にしたバイオエタノール生産技術の
開発に大きな期待が寄せられています。

このような背景のもと、独立行政法人水産総合研究センターでは、東京海洋大学
ほかと連携し、水産庁の「水産バイオマスの資源化技術開発事業」予算により、平
成 19 年度から海藻等を原料としたバイオエタノール生産技術の研究を始めていま
す。この成果として、東京海洋大学浦野教授と当センター内田主任研究員らのグル
ープは、海藻（アオサ）や水生植物（ホテイアオイ）を原料として発酵法によりエ
タノールを生産する際の、単位重量あたりのエタノールの収量をアオサで乾燥重量
の 10％、ホテイアオイで乾燥重量の 16％と初めて確認しました。

今後はエタノール収量の向上が実用化への鍵と考えられます。
なお、本研究に関連する詳しい内容は東海大学海洋学部で開催される平成 20 年

度日本水産学会春季大会で発表される予定です（3 月 28 日（金）、第 12 会場、講演
番号 1224）。

本件照会先：
独立行政法人 水産総合研究センター

経営企画部 広報室 スポークスマン 本間 広巳 TEL:045-227-2624
瀬戸内海区水産研究所 生産環境部
藻場・干潟環境研究室 主任研究員 内田 基晴 TEL:0829-55-3430

〒220-6115 横浜市西区みなとみらい 2-3-3 クイーンズタワーＢ 15 階

TEL 045-227-2600 FAX 045-227-2700
http://www.fra.affrc.go.jp

プレスリリース
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（独）水産総合研究センターは、東京海洋
大学ほかと連携し、水産庁の「水産バイオ
マスの資源化技術開発事業」予算により、
平成19年度から海藻等を原料としたバイオ
エタノール生産技術の研究に着手した。
この成果として、海藻（アオサ）や水生植

物（ホテイアオイ）を原料として発酵法によ
りエタノールを生産する際の、単位重量あ
たりのエタノールの収量を
アオサで乾燥重量の10％、
ホテイアオイで乾燥重量の16％

と初めて報告した。
今後、実用化に向けて、収率の向上を図る
ことが重要と考えられる。

プレスリリース （２００８．３．２５）
藻類からのエタノール生産収率

を初めて公表

50µm

（写真は東京海洋大学 浦野教授提供） ２４



原料ごとのバイオエタノールへの変換量原料ごとのバイオエタノールへの変換量

○ 原料によって製造できるエタノールの量は異なる。
○ 面積当たり製造量が高いのはてん菜、重量当たり製造量が高いのはコメ、麦。

〈さとうきび収量〉58ｔ

１ha の 農地から

〈トウモロコシ収量〉9.1t

〈コメ収量〉5.3ｔ

〈麦収量〉4.7ｔ

〈てん菜収量〉60ｔ

エタノール3.6KL

砂糖
7.0 ｔ

糖蜜
2.0 ｔ

エタノール6.0KL

エタノール2.0KL

エタノール2.4KL

エタノール0.65KL

１ｔ当たりのエタノール製造量（KL／ｔ）
コメ ０.４５ 糖蜜 ０.３２
麦 ０.４３ てん菜 ０.１０
トウモロコシ ０.４０ （乾燥アオサ ０．１２）

米国トウモロコシ
（出典PS&D）
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製造費
83.4円/L

製造費
46円/L

原料費
7円/L

原料費
52円/L

原料費
314円/L

ブラジル産
エタノール
127円/L

糖蜜

144円/L

規格外
小麦

152円/L

小麦
（食用）
414円/L

ガソリン税
53.8円/Lガソリン税

53.8円/Lガソリン税
53.8円/L

ガソリン税
53.8円/L

卸価格
77.1円/L

ガソリン税
53.8円/L

関税
14.81円/L

CIF価格
62.2円/L

製造費
46円/L

500

通常の農作物の原料
コストでは高い。

400

○ バイオエタノールの生産コスト

バイオエタノールの生産コストバイオエタノールの生産コスト

○ ガソリンと競合するには、
①規格外農産物、食料生産過程の副産物のような安価な原料の調達
②製造コストの低減等を検討することが必要。

製造費
49円/L

原料費
45円/L

コメ
（原料米
20円/kg）
148円/L

ガソリン税
53.8円/L

製造費
49円/L

原料費
440円/L

コメ
（食用）
543円/L

ガソリン税
53.8円/L

600

300

150

100

50

①ガ ソ リ ン
元売会社の特約店向け卸価格：20年1-3月平均

（出典：石油情報センター）
②ブラジル産エタノール

ＣＩＦ価格：19年3月現在（出典：経済産業省）
関税：16.9％（20年度）

③糖蜜
原料費：糖蜜 2,000円/トン（農林水産省試算）
＝エタノール原料７円/L
（2,200㌧の糖蜜から700KLのエタノールを製造）

④規格外小麦
（財）十勝振興機構試算：小麦22円/kg
＝エタノール原料52円/L
（2.7万㌧の小麦から11,600KLのエタノールを製造）

⑤小麦（食用）
農業経営統計調査報告（平成18年産小麦生産費
田畑計・北海道）：135円/kg ＝エタノール原料314円/L

⑥コメ
全農試算：コメ20円/kgで計算 = エタノール原料45円/L
（８万㌧のコメから36,000KLのエタノールを製造）

⑦コメ（食用）
農業経営統計調査報告（平成18年産米生産費・北海道）
：198円/kg ＝エタノール原料440円/L

（注１）各製造コストには施設の設置コスト及びランニング
コストを含む。

(注２）小売価格は、これに流通経費、消費税がかかる
(ガソリンでは、合計約20円程度)。

ガソリン

134円/L

（円／L）
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国産バイオ燃料の生産拡大の実現に向けた課題国産バイオ燃料の生産拡大の実現に向けた課題

農林水産業者農林水産業者 バイオ燃料製造業者バイオ燃料製造業者 消費者消費者
え！米を20円/kg
で供給！それは
ムリな注文だな。
作っても安定的
に引き取ってもら
わないと。

製造コスト100円/L
と考えると、原料の
引取価格は安くな
いと買えないよ。
それに安定して供
給してもらわないと。

国産バイオ燃料と
いっても、ガソリン
価格150円/Lに比
べて高いと家計も
苦しくなるわ。

低コスト
安定供給が鍵

バイオ
燃料ガソリン

131円／L

卸価格
77.1円/L

ガソリン税
53.8円/L

ガソリン税
53.8円/L

生産コスト

ガソリンと同価
格にするにはバ
イオ燃料を約
100円/Lで生産
する必要

100円/Lでバイオ燃料を製
造するには、米の場合20円
/kgで原料を調達する必要。

米の生産費
全算入
生産費
108,565円
/10a

米1kg当たり
の生産費は
198円

農業経営統計調査報告（平成
18年産米生産費・北海道）

(注）小売価格は、これに流通経費、消費税がかかる
(ガソリンでは、合計約20円程度)。
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バイオ燃料製造に当たっての 問題点１（原料）
原料の安定確保の問題 ・・・アオサを例にして
・回収量の年変動が大きい

0 . 0

2 . 0

4 . 0

6 . 0

8 . 0

1 0 . 0

1 2 . 0

1 4 . 0

L o t 0 5 0 8 u l L o t 0 3 1 1 u l L o t 0 5 1 0 u l

ア オ サ の ロ ッ ト

総
乳
酸

生
成
量

(g
/L

)

2 0 ℃ 発 酵
3 0 ℃ 発 酵

・海藻の品質により発酵産物の収量が６倍以上の違いがある。

（内田・三好・羽田）

乳酸収量で
比較した例
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横浜市海の公園でのアオサの
回収量（右図）：
１１３ｔ～１３６５ｔと
１０倍以上の違いがある。
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バイオ燃料製造に当たっての 問題点２（技術）
発酵技術基盤が乏しい：

糖化工程：

発酵工程：

蒸留工程：

前処理工程：

発酵産物のエタノール濃度が低い
→蒸留過程で過大なエネルギーを消費。

海藻は水分含量が高い
→回収・輸送コストがかかる。

海藻を糖化・分解するための酵素剤が
ほとんど市販されていない。

海藻の発酵に適した酵母（微生物）株が
確立されていない。

陸上酵母を使用すべきか？海洋酵母か？海洋細菌か？
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●技術的課題
・機能性成分（ＥＰＡ，ＤＨＡ等）を分離した残渣魚油の
利用（一部エチルエステル化している）
・低品質魚油の利用
・エステル化＋成分調整

●有効利用
・漁船ディーゼルエンジンの改良

●資源の持続的量的供給
・ハダカイワシ等未利用資源の活用ハダカイワシ等未利用資源の活用
・有用微細藻類の大量培養・有用微細藻類の大量培養

水産バイオディーゼル燃料の検討課題
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